
 

 

 

事例 3-3-6：税理士法人あさひ会計 
「RPA を活用した業務効率化により、 

経営支援の高付加価値化に取り組む会計事務所」 
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山形県山形市の税理士法人あさひ会計（顧問先約 1,100 件、2020年２月末時点、以下、「同所」という。）は、

顧問先の黒字法人割合約７割、グループ総勢 130名の会計事務所である。製造業やサービス業のほか、高い専門

知識を必要とする医業や社会福祉法人、地方公共団体などの会計支援を手掛けるなど、高度なサポート体制を整

備する傍ら、RPA20の活用による業務効率化と、その導入支援という新たな支援領域を開拓している。 

同所における RPAの最初の活用は、IT担当者と会計業務担当者による単純作業をなくす取組からである。例え10 

ば、国税庁の Webサイト上での納税関係の通知確認やエクセル上でのデータ加工、その他、報告書の体裁の整形

など、単純ながら時間を要する作業が多数存在していた。当時から RPAに関心を持っていた同 IT担当者は、所内

の作業効率化を図るため、興味本位で当該作業を担うロボット開発に独自に着手したという。 

現在、同所において毎日稼働しているロボットは約 30体。上記のほか、受領した会計データの自動分析ロボッ

トや請求書の自動発行ロボットなどが挙げられる。それ以外にも、自動化可能な作業があれば随時開発を実施し15 

ており、2018年６月から現在までに 130体超を開発している。なお、既に年間 3,000時間以上の業務量の削減に

成功しているという。また、職員からは、「単純業務や所内の事務業務が減り、経営に関する相談にあてる時間が

増えた。」との声も出ている。 

さらに、同業者での活用ニーズや取引先を含む中小企業・小規模事業者に向けた展開の可能性を感じ、「株式会

社 ASAHI Accounting Robot 研究所」（以下、「同研究所」という。）を 2019年１月に設立。同研究所は、「ヒトと20 

ロボット協働時代を推進する」というミッションを掲げ、RPA導入・運用支援を行う一方、同所と連携して、導入

事業者の業務の棚卸しや見える化などのコンサルティング支援も手掛けている。 

同所の統括代表社員であり、同研究所の代表取締役でもある田牧氏は、「RPAは正に生産性向上の救世主。人手

不足の中小企業・小規模事業者こそ導入効果が高い。RPAによる自動化は、間接業務の削減、本業への資源集中が

可能になる。また経営分析にまで手が回らないことも多いが、RPAの導入により、日々のデータ入力や分析が自動25 

化できれば、経営判断を早くすることが可能である。同所においても、RPAの導入で生まれた時間を経営支援の強

化に充てるとともに、今後は会計･税務のみならず、RPAで中小企業の生産性向上を支援していきたい。」と力強く

語る。 
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20 Robotic Process Automationの略。RPAツールとは、バックオフィス業務などについて、人間と同じように PC

上の操作を行うことができるソフトウェアを指す。PC上のロボット、デジタルレイバーとも言われる。 

㈱ASAHI Accounting Robot 研究所のメンバー 事務所建物の写真 

 

 

 

事例 3-3-7：岩田会計事務所 
「ICT活用を通じた業務改革と経営支援の強化に取り組む会計事務所」 

栃木県小山市の岩田会計事務所（顧問先約 150社、2020年２月末時点）は、ICTの活用を通じた業務効率化を

追求しつつ、自身の実践経験をいかした ICT導入支援など顧問先に対する経営支援の強化に取り組んでいる。 5 

 同事務所の顧問を務める岩田稔氏は、2009年に顧問として入所。当時は、税理士業界での価格競争の激化や会

計ソフトの急速な普及などを背景に、同事務所における業務の見直しが急務となっていた。このような中、銀行

や民間企業での経験を持つ岩田顧問は、「業務の見直しやコストダウンを図るためには ICTの活用が不可欠。ICT

活用のノウ八ウ提供は、中小企業の経営改善にも結び付き、事務所としての経営支援サービスの差別化にもつな

がる。」と考え、まずは同事務所が積極的に ICTを活用して業務改革を進め、生産性の向上を実践することを目指10 

した。 

 まずは、2010年にスマートフォンとタブレット端末を全職員に無償で配布。週二回の ICT研修会を実施し、職

員のリテラシー向上を図るとともに、帳票類の電子化（ペーパレス化とクラウド化）を進めた。例えば、顧問先

に小型スキャナを持参し、帳票類をその場で読み取り事務所のサーバに蓄積し、外出先でもタブレット端末など

で閲覧を可能にするなど、徹底的な電子化を進め、従来の紙を媒介とした業務を見直した。また、職員間の支援15 

ノウハウや顧客先に対する税務情報などの情報共有のために、Facebookや Chatworkを積極的に活用しているとい

う。さらに、今後は、BIツールの導入による経営分析の効率化や、顧問先におけるチャットツールの導入による

巡回監査業務の効率化を目指すなど、新たな取組にも余念がない。 

こうした一連の業務改革の取組により、大幅な業務効率化に成功。2009年の県内会計事務所との経営統合当初

に 15人で担当していた巡回監査などの日常業務を、業務品質を保ちつつ現在では９人でこなすなど、事務所の生20 

産性は大きく向上した。浮いたコストは次の ICT投資や、賃金へ還元している。 

 上記のように ICT活用が進んだ同事務所では、その成功体験を基に、顧問先への ICT導入支援を展開している。

例えば、顧問先の精密板金加工業者に対しては、タブレット端末を活用した社内システムへのリモートアクセス

サービスの導入を支援した。同社は、オーダーメイド製品を短納期で納められる点に強みを有する一方、営業現

場において生産状況をリアルタイムに把握し、取引先に情報共有することができない点に課題を抱えていた。同25 

事務所の支援の下、当該サービスを導入した結果、外出中も生産や納品の状況が把握できるようになり、取引先

への迅速な情報共有や、円滑な新規受注の獲得につながったという。 

この取組の旗振り役である岩田顧問は、「ICT活用による業務情報の“見える化”“共有化”“標準化”の推進に

より、事務所の効率化は実現した。新たなツールの導入も進め、更なる業務の高度化を目指す。ICTの導入支援を

はじめとする会計・税務以外の経営支援も通じて、地域の中小企業とともに発展していきたい」と力強く語る。 30 

 

同事務所の 

岩田所長（右）と、 

岩田顧問（左） 

同事務所の 

会議室スペース 

2020 White Paper on Small Enterprises in Japan

中小企業支援機関の役割第3章

490

03-3_小規模企業白書_3部-3.indd   490 2020/04/08   11:18:54


